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近年, 東アジアの発展途上国は著しい経済成長を遂げ, アジアの奇跡と賞賛された｡ 特に    年のプラザ合意以降, 日本の円高によって自国通貨が相対的に安価になったアジア     
および      は国際競争力を強め, 今日のグローバリゼーションとあいまって, 輸出およ
び対内直接投資の急増を経験し, 経済成長を加速させた｡ しかし, これら東アジア諸国は    
年に通貨危機に見舞われると, 一転して, 金融システム自体の問題とともに, 国内に抱える構
造的な問題も指摘されるようになった｡
このように, 東アジア諸国はマクロ経済指標上の成長を遂げたものの, 解決すべき多くの問
題を抱えている｡ とりわけ, これらの国々は経済成長のために効率を重視し, それと引き換え
に公正を犠牲にしてきた｡ この犠牲の１つに国内地域間格差の問題がある｡ 経済成長に伴って
国内地域間格差が拡大したのである｡
しかし, 国内地域間格差, すなわち, 国内の経済停滞地域の存在は発展途上国自体の成長の













は拡大するが, その後, 発展が成熟すると縮小していくという｡ 後者２つの理論は一般均衡理
論への批判として生まれた理論である｡
本稿では, 上記の順にその理論を考察し, さらに後半では独自に, 地域間格差の変動を規定
する現代的要因を明らかにすべく, 政府の役割, 産業構造の変化, 海外依存度に関して先進国
と発展途上国との比較を試みる｡ そして, 本稿の最大の目的は, 発展途上国における国内地域
間格差の現代的要因を明らかにすることによって, これまでの国内地域間格差の変動に関する
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１) 経済地理学の分野において, 本稿の ｢一般均衡理論｣ による地域間格差の縮小の理論は ｢新古典派






一次同次であるコブ＝ダグラス型生産関数は, Ｙを生産量, Ｋを資本の投入量, Ｌを労働の
投入量とすると,            
と表される｡ 次に,  式をそれぞれ資本, 労働について編微分し, 資本および労働の限界生産
物を求める｡














るため, 地域間の輸送費を無視すると, 地域間で財および生産要素の価格差が生じた場合, そ







２) 山本健児 『経済地理学入門』 (大明堂,     年,        ページ), 山本健児 ｢所得分布と変動｣ (川
島哲郎編 『経済地理学』, 朝倉書店,     年,        ページ) を参照｡
                                            











る商品 (比較優位のある商品６)) に生産を特化し, それらを交易することで生産要素を均等化
させる｡ このことを前述のＡ, Ｂの２地域を例に見てみる｡ Ａ地域は相対的に利子率が低いの
で, 資本集約的な商品に生産を特化し, これをＢ地域へ移出する｡ Ｂ地域は相対的に賃金率が
低いので, 労働集約的な商品に生産を特化し, これをＡ地域へ移出する｡ この特化と移出によ
って, これまでよりもＡ地域の資本集約的な商品への需要が増加するため, 地域内の利子率も




低下する｡ このように, 利子率はＡ地域で上昇し, Ｂ地域では低下することで, 一方, 賃金率
はＡ地域で低下し, Ｂ地域では上昇することで２つの生産要素価格が均等化する｡
以上のように, ヘクシャー＝オリーンは財の移出によって生産要素価格が均等化し, 地域間
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３)                                                                                    (小原敬士訳 『経済理論と低開発地域』 東洋経済新報社,     年｡), (邦訳版)     ページを参照｡
４)                                                                                            (中川久成, 坂下昇訳 『地域経済の成長理論』 勁草書房,     年｡),
(邦訳版)   ページ｡
５)                                                                          








また, 本来, ヘクシャー＝オリーンの理論は国際貿易の利益を証明するもので, 主な対象は
国内の地域間ではなく, 国際的な地域間, つまり国家間である｡ したがって, 一国内における
地域間では, 生産要素の移動に対する障害は少なく, その移動性は国際間に比べて高いといえ





移動する｡ 本来, 一般均衡理論は一国内における完全競争を前提としている｡ つまり, 地域間
で完全競争が成立しており, 生産要素価格に地域間格差が存在すれば, その移動は生産要素価
格が完全に均等化するまで続く｡ しかし, ボーツ＝スタインは地域間の完全競争の前提を取り












場合, この仮説は棄却されることもある｡ そこで, バロー＝サラ・イ・マーティンはより同質
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７)    (邦訳版), 前掲書 (注５),   ページ｡
８) しかし, ヘクシャー＝オリーンは生産要素価格を均等化するのはあくまでも財の移動であり, 生産
要素自体の移動は, 財の移動によって均等化しきれなかった分を補う程度であると述べている｡
９)      ＆      (邦訳版), 前掲書 (注４) を参照｡  )                                                                (大
住圭介訳 『内生的経済成長論Ⅰ』 九州大学出版会,     年,      ページ｡)
                                            
の経済, 例えばアメリカの各州間等においてはこの仮説が成り立つとした｡ しかし, 彼らはこ
の絶対的収束が存在するからといって ｢一人あたりの所得の分散の程度が必ずしも低下するわ




性の２つの収束性が必要なのである｡ そして, 彼らはアメリカ国内の州間, 日本国内の都道府







ヘクシャー＝オリーンの理論は, 本来, 国際貿易に関するものなので, 生産要素の移動が困
難とされている｡ この仮定は国内の地域間格差を考察する場合には, 非現実的であるといわざ






が容易であるとしており, この仮定はより妥当性をもつといえる｡ また, このボーツ＝スタイ
ンは地域間での完全競争の前提を排除し, 地域内でしか完全競争は成り立たないと修正するな
ど, ｢新古典派のモデルの有用性を盲目的に信奉しているのではなく, その限界を指摘し理論
の深化に貢献したところにもその意義を認める｣ ことができる  )｡ したがって, 以上の３つの
理論においてはボーツ＝スタインの理論が最も現実的であると考えられる｡
しかし, ボーツ＝スタインの理論も他の２つの理論と同様にその他にもいくつかの仮定をお
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  ) 同上書,   ページ｡  ) 以上については同上書の第１章, および 『内生的経済成長論Ⅱ』 (大住圭介訳, 九州出版会,     
年) の第  章を参照｡  ) 山本, ｢所得分布と変動｣,    ページ｡
                                            
いている｡ まず, 各地域が同一の生産関数を有し, それが規模に関して収穫一定であると仮定
している｡ しかし, 実際には規模の経済, 集積の経済等は無視し得るものではなく, それらが
地域間格差拡大の一因に, そして規模の不経済, 集積の不経済が地域間格差縮小の一因になっ
ている｡ 次に, 輸送費は無視し得るものであるとも仮定されている｡ しかし, 発展途上国にお
いては先進国に比べて交通インフラストラクチャーの整備は遅れており, 輸送費用は割高であ
る｡ 発展途上国では所得も低いので, 所得に占める輸送費用の負担は大きく, 地域間の生産要





は考えにくい｡ 確かに, 理論を構築する上での様々な仮定は, 前述のボーツ＝スタインがいう






















と主張した｡ そして, ウィリアムソンはこれを実証分析によって明らかにした｡ 本節ではこれ
ら２つの理論を考察する｡ ― i ミュルダールによる国内地域間格差拡大の理論
ミュルダールによると, 安定均衡の前提は経済的要因のみを取上げているため, 経済外的要
因を考慮した場合, 根拠を失うものであるという  )｡ そして, 社会には安定均衡ではなく, む







しては, 高所得地域の経済成長は, 地域内の労働需要を増加させ, 賃金の上昇を招き, 低所得
地域からの労働力の流入をもたらす｡ この点は, 一般均衡理論に基づいたボーツ＝スタインの
理論と同様の動きである｡ しかし, この労働移動は ｢選択的｣ であり, 低所得地域の中でもと






加させる｡ 投資は地域内の所得を増加させるため, 再び需要が増加する｡ また, 所得の増加は
貯蓄も増加させるが, 貯蓄増加はさらに投資を後押しする｡ その結果, よりいっそう需要が増
加し, 再び投資を刺激する｡ そして, その投資に貯蓄が追いつけないという貯蓄不足が生じる｡
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  )       , 前掲書 (注３)     ページを参照｡ 前節の一般均衡理論では, 地域間格差とは地域間生
産要素価格であり, とりわけ地域間の賃金格差に言及していた｡ しかし, ミュルダールや次節で述べ
るハーシュマンおよびウィリアムソンは, 経済外的な要因も理論にとりこんでおり, 彼らの言及する
地域間格差, 地域間の不平等とは, 賃金の格差だけではなく生活水準の格差である｡ この賃金と生活
水準の相関関係は改めて議論しなければならない重要な課題であるが, ミュルダールやハーシュマン
の理論において賃金と生活水準が逆のベクトルを示すことはないと見られる｡ したがって, 本稿では
この両者に厳密な区別を与えずに議論を進める｡  ) ミュルダールは高所得地域を ｢経済的拡張中心｣ と表現している｡ また前節の資本労働比率の高い
Ａ地域は, ここでいう高所得地域にあたり, 資本労働比率の低いＢ地域は低所得地域にあたる｡
                                            
一方, 低所得地域では所得および貯蓄が低く, 需要も低い｡ そのため, 資本需要も少なく, わ
ずかながらの貯蓄が利用されずにある｡ ミュルダールによると, この低所得地域のわずかなが
らの貯蓄が銀行制度によって吸い上げられ, 資本の不足している高所得地域へ投資される｡ し

















いう｡ しかも, 発展途上国では波及効果が弱いので, 逆流効果によって地域間格差は累積的に
拡大する｡ そして, この地域間格差自体が発展途上国の進歩に対する大きな障害となり, 経済






いるのが福祉国家政策である｡ ところが, 貧困な国においては, 不平等の是正に対する政策実
施も困難であり, この点からも, 発展途上国における地域間格差縮小の可能性が低いことを,
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  )       (邦訳版), 前掲書 (注３),   ページ｡ これは,   ヌルクセの ｢一国は貧しいがゆえに貧
しい｣ という貧困の悪循環という概念に基づいている｡ これに関しては,                                                                                                (  ヌルクセ 『後進諸国の資本形成』 土屋六郎, 厳松堂出版,     年) を参照｡
                                            
さらには逆流効果と循環的および累積的因果関係の存在ゆえにむしろその拡大の可能性が高い
ことを指摘している｡ しかし, 発展途上国における地域間格差の縮小を可能にし, 貧困から脱
出する手段として, 福祉国家政策に大きな期待を寄せている｡ ― ii ハーシュマンのミュルダール批判とウィリアムソンの逆Ｕ字仮説
前節で考察したミュルダールの悲観的な見解に異議を唱え, 浸透効果 (波及効果) が分裂効
果 (逆流効果)  ) をいずれは上回ると主張したのがハーシュマンである  )｡ また, ウィリアム
ソンは, 地域間格差は図１のように逆 字を描くように変動すると, 実証分析によってハーシ




させるような効果, ｢若干の不利な効果｣  ) である｡ また浸透効果もミュルダールのいう波及効
果と同様, 地域間格差を縮小させる低所得地域に有利な効果である｡
まず, 分裂効果を考察する｡ 労働力に関しては, 高所得地域の成長が低所得地域の偽装失業
を吸収するという側面はあるものの, 低所得地域から ｢企業心に富んだ若者たちはもちろん,
南部にとって極めて貴重な技術者および経営者をも奪い去る｣  ) と, ｢選択的｣ な労働移動が行
われるというミュルダールと同様の見解であり, この労働面での分裂効果が極めて深刻である









いた逆流効果と波及効果を用いることにする｡  )                                                                         (小島清監修, 麻田四郎訳 『経済発展の戦略』 巌松堂出版,     年｡) を参照｡  )                                                                                                                                                
を参照｡  )         (邦訳版), 前掲書 (注  ),    ページ｡  ) 同上書,    ページ｡ ハーシュマンは本稿でいう低所得地域を ｢南部｣, 高所得地域を ｢北部｣ とし
ている｡  ) ハーシュマンによると公共投資の地域的な分配は, 発展の初期段階では各地域に分散されるが, 発
展が進むと次第に高所得地域に集中され, 発展が成熟すると再び各地域に分散される｡ 同上書,        ページ参照｡
                                             






次に, 浸透効果を考察する｡ 労働力に関しては, 高所得地域の経済成長は労働需要を増加さ




され, 財に関しても高所得地域による低所得地域での買い付けが増大する｡ ｢もし, 両地域の


















  )                         )         (邦訳版), 前掲書 (注  ),    ページ｡
                                             
が南部の生産物に大きく依存している限り, 浸透効果がついには分裂効果を圧倒｣  ) し, 拡大
の傾向にあった地域間格差が縮小に転じるとしている｡
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  ) 同上書,    ページ｡  ) 同上書,        ページを参照｡  ) これは不均整成長理論である｡ つまり, 発展には格差が不可欠なものであり, 格差が存在すること
によって急速な発展が可能となるというものであった｡ これに対して, ヌルクセの均整成長理論があ
り, 議論が展開されたが,     年代以降はハーシュマンのこの不均整成長理論が支持を得た｡ ヌルク
セの均整成長理論に関しては,       , 前掲書 (注  ) を参照｡
                                             




によって地域間格差の逆Ｕ次仮説を支持する結果を得た  )｡ また, 図２には,     年以降の日
本における地域間格差の変動を, 筆者が計測した地域純生産の変動係数によって示した｡ これ
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                                                                                                                                                                                                           
図２ 日本の地域間格差の変動
(出所)     ～  年は経済企画庁経済研究所国民所得部監修 『県民所得統計 (昭和  ～  年)』 昭和  年版,     ～  年
は経済企画庁経済研究所編 『県民所得統計年報』 昭和  ～  年版,     ～  年は経済企画庁経済研究所編 『県民経
済計算』 昭和  ～平成７年版より筆者が計測｡
(注) ①計測上使用した地域とは東北, 関東, 中部, 近畿, 中国, 四国, 九州の７地域である｡
②ここでは地域純生産額の地域間格差について計測しており, 格差の指標としては変動係数 (  ) を用いた｡ こ
の  はウィリアムソンも実証分析において使用した指標であり,   が大きいほど格差は大きい｡   は次の式で
表される｡                    
(ｎ＝全国人口, ｙ＝全国一人当り純生産額, ｆ ＝ｉ地域の人口, ｙ ＝ｉ地域の一人あたり純生産額)  )                         
                                             
によると, 日本においても戦後拡大していた地域間格差が,     年代初期に縮小し始めており,
同様の結果が,               (    )  ), 中村・田淵 (    )  ) 等によっても検出されて







拡大を続け, その格差は著しく大きいものである｡ 図３に, タイの地域間格差の変動を, 筆者
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図３ タイの地域間格差の変動
(出所)                                       (     ),                                    －    より筆者計測｡
(注) ① 計測上使用した地域とはバンコク首都圏, 中央部, 西部, 東部, 東北部, 北部, 南部の７地域である｡
② ここでは地域総生産額の地域間格差について計測しており, 格差の指標としては図２同様  を用いている｡











る｣  ) としている｡ また,     年以降のタイの地域間格差を継続的に研究している池本 (    )
は    年代に入って, 拡大の傾向にあったタイの地域間格差が縮小を迎えたと, 本稿と同様の
結果を導き出している  )｡ また, マレーシアの地域間格差に関して小長谷 (    ) はミュルダ
ールとクズネッツ＝ウィリアムソンの逆Ｕ字仮説の判定として  ), ｢現状のマレーシアは  








  ) 谷沢弘毅 ｢タイにおける地域間格差｣ 『アジア経済』 アジア経済研究所,     年, 第  巻第６号,     ページ｡  ) ただし, 池本はこの地域間格差の変動に関して, 所得格差に関するクズネッツの逆Ｕ字仮説がタイ
においては地域間の所得格差に当てはまったとしており, ウィリアムソンの逆Ｕ字仮説に関しては触
れていない｡                                              (『東南アジア研究』 東
南アジア研究センター,   巻２号,     年９月,        ページ), 池本幸生 ｢タイにおける地方間格
差の多様性｣ (大野幸一編 『経済発展と地域経済構造―地域経済学的アプローチ―』 アジア経済研究
所,     年,      ページ), 池本幸生・キティ・リムサグン ｢タイにおける所得分布と地方間・地域
間格差―    ／  年と  年―｣ (『アジア経済』 アジア経済研究所, 第  巻第４号,     年４月,      
ページ)｡  ) 小長谷は, 本稿でいうウィリアムソンの逆Ｕ字仮説を, 所得格差に関するクズネッツの逆Ｕ字仮説
と結びつけてクズネッツ＝ウィリアムソンの逆Ｕ字理論 (  理論) としている｡ 小長谷一之 ｢マ
レーシアの地域間格差構造と地域開発｣ (『季刊経済研究』           , 大阪市立大学経済学研究
所,     年,     ページ) を参照｡  ) 同上書,   ページ｡  ) その他にも, 古河俊一 ｢タイの統計 ―タイにおける地域間・地域内所得格差, タイの所得格差は
縮小してきたのか―｣ (『所報』 盤谷日本人商工会議所,     年６月,      ページ), 中国に関しては
戴二彪 ｢中国における地域開発戦略の推移と地域間所得格差の動向 (    ―    )｣ (『調査と研究』





ある｡ この点に関して, 小長谷 (    ) と池本 (    ) がこれらの理論の発展途上国への妥当
性を以下のように批判的に検討している｡
小長谷は, かつての先進国の地域間格差縮小が大いに福祉国家政策に起因していると見てい
る｡ しかし, 今日では福祉国家政策にかわって新自由主義的政策が主流であり, ｢もし  理
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しかし,     年代に入ると, ケインズ主義的福祉国家政策が破綻をきたすようになった｡    年代後半以降, アメリカをはじめ多くの国々がインフレと低成長が同時に生じるスタグフ
レーションに悩まされた｡ 国民が財政の肥大化による重税に耐えられなくなったため, 福祉国
家政策に対する支持は減少した｡ さらに    年の金とドルの兌換制停止,     年の第１次石油





制が停止され, その後, 変動相場制に移行すると, 新自由主義的政策とあいまって国際貿易も
さらに活性化した｡
一方, 戦後, 植民地から解放され独立を達成すると, 多くの発展途上国は近代的国民経済国
家の形成を目指し, 開発独裁といわれる体制を採用した｡ というのも, 発展途上国は植民地時
代に本国との間で近代的製品の輸入と食料および工業用原料の輸出とを余儀なくされ, 近代的
工業化への道を阻害されてきており  ), 戦後は, 植民地的経済構造の変革を課題として近代的





果, 開発独裁的な体制への国内的, 国際的批判の高まりも伴って, 民主化への動きが生じ始め
発展途上国の国内地域間格差の変動に関する一考察    
  ) 政治的な側面で見ると, 当時ナチスの全体主義的な権力国家ないし戦争国家に対して, 自国の民主
主義の下での国民生活の保証を約束するものとして福祉国家が唱えられた｡ 東京大学社会科学研究所








義的政策に移っており, 発展途上国もその波に大いに取り込まれようとしている｡ しかも, 東
アジアの発展途上国の経済成長は, 新自由主義的政策の世界展開ともいえるグローバリゼーシ
ョンの名の下での多国籍企業の活発化と, それに伴う直接投資の増加によって支えられてきた｡
そのため, 現在の発展途上国も先進国同様, 政府の市場介入を軽減し, 規制を撤廃していくと
いう傾向にある｡ したがって, 今日の発展途上国ではミュルダールが期待した福祉国家的な政
策は期待し得ない｡ そのため, 地域間格差の是正に対しても政府が果たす役割は縮小している
といえる｡ そのうえ,     年の通貨危機後, 東アジア諸国は   や世界銀行などの援助と引
き換えに新自由主義的政策を受け入れ, 政府の役割はさらに変化しつつある｡ また,      







は, 池本 (    ) の指摘するように生産性の違う２部門であった｡ とりわけ, かつての先進国
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  ) 池本幸生 ｢タイにおける地方開発政策と地方間格差｣ (野田容助・佐藤由利江編 『アジア諸国の地
域経済構造』 アジア経済研究所,     年,       ページ) を参照｡  )     において, 原加盟国であるタイ, マレーシア, インドネシア, シンガポール, フィリピン,
ブルネイに関しては, 原則として域内貿易における関税率の５％への引き下げが    年１月を期限と
していたが,     年１月に前倒しされるなど, 急速にその自由化が進められている｡  ) 池本幸生 ｢タイにおける地方間格差の多様性｣   ページ｡
                                             
    年代に入ると再び拡大したことが分かる｡ これに関しては              (    ),
中村・田淵 (    ) によっても確認されており, ｢    年代までは重化学工業など素材型製造
業中心であったのに対して,     年代は電子産業に代表される知的集約型・情報集約型の先端
技術産業へ移行した｣  ) ためであるとしている｡ また, 山本 (    ) によると, これと同様の
傾向がドイツでも観察されており, 山本は    年代の日本とドイツの地域間格差の拡大は ｢ウ
ィリアムソンのテーゼが高度に発達した資本主義国, あるいは脱工業化の時代に入った国に当





以上から, ハーシュマンやウィリアムソンが ｢発展が成熟する｣ と格差が縮小するとした,
その ｢発展の成熟｣ とは, 重化学工業を中心とした製造業の発展と成熟の過程のことであった
いえる｡ しかし, 前述のように    年代の日本やドイツに見られた地域間格差の再度の拡大を
考慮すると, 次のようなことがいえる｡ すなわち, 現存する産業や技術よりも新しく高度なも
のが国内に取り入れられ, 成長が達成される場合, まず, 高所得地域で成長が起り, 地域間格




  ) 同上書,    ページ｡  ) 山本 ｢ドイツにおける地域間格差の変動｣,        ページを参照｡
表１ 実質GDPの年平均成長率 (単位：％)
先進国 発展途上国    －  年     －  年
カナダ    台湾   
フランス    韓国   
ドイツ    タイ   
イタリア    マレーシア   
日本    インドネシア   
イギリス    フィリピン   
アメリカ   
(出所) 先進国は国際連合 『世界統計年鑑』     年版より引用｡ 台湾はアジア経済研究所




















は, 先進国のそれに比べて急速であるということだ｡ さらに, 渡辺 (    ) はこのプロダクト
サイクルが圧縮していると指摘する｡ つまり, 民間企業の生産拠点が ｢実際には技術開発国,




つつあると考えられる｡ つまり, これまで高度な技術は日本を先頭に     ,      へと段
階的に移行していたが, プロダクトサイクルの圧縮によってその高度な技術が, それらの諸国
に時期を異にせず導入されるということであり, 段階的に一つ一つ導入されるというわけでは
なく, 複数の技術が同時に導入されることも意味する｡ したがって, かつての先進国に比べて,
発展途上国は, 新技術の導入による発展が急速であるばかりでなく, その新技術とは多種多様
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  ) このガーシェンクロンの後発性の利益と, 以下で述べるバーノンのプロダクトサイクルに関しては,
渡辺利夫 『開発経済学』 (日本評論社,     年), 渡辺利夫 『成長のアジア 停滞のアジア』 (東洋経済
新報社,     年) を参照｡  ) 渡辺 『開発経済学』,    ページ｡  ) 同上書,    ページ｡
                                             








る買い付けと投資の増大｣ であり, この ｢２つが確かに増大する｣ ためには ｢両地域の経済が




要が増え, 低所得地域の生産も刺激され, 国内地域間格差が縮小する｡ また, ウィリアムソン
は国内の地域間の連結が発展の初期段階では弱いものであると述べており, やはり, 国内の地
域間の連結 (補完性) が強まらなければ, 波及効果が逆流効果を圧倒しないであろうとしてい
る｡
高所得地域と低所得地域の補完性は波及効果を強めるだけでなく, 政策に対しても影響を与
える｡ 低所得地域を, 高所得地域の生産物の需要先としてみるならば, ｢北部工業の拡大は南
部の低所得水準による国内市場の狭隘によって阻害される｣  ) という｡ これは, 高所得地域に
おける生産が高所得地域のみの需要だけではなく, 低所得地域の需要によって生じるため, 低
所得地域が経済停滞を強いられると, 高所得地域の生産物に対する需要も減少するので, 高所




は   ,     , 世界銀行,     などを軸に為替取引および貿易の自由化が進められつつあ
る時代であり, これらの機関への加盟は加盟国に様々な海外取引の規制撤廃を促した｡ 日本は   , 世界銀行に    年,     に    年,     に    年にそれぞれ加盟しており,     
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の例として,     年の       およびアジア    の韓国, 台湾  ) の６カ国についてみて
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表２ 先進国と発展途上国の貿易額の比較
(単位：百万ドル, ％)
輸出額 輸入額 輸出入額合計     輸出入額／       年 カナダ                          フランス                          ドイツ                            イタリア                         
日本                         
イギリス                            
アメリカ                                年 インドネシア                             韓国                                タイ                             
台湾                                
マレーシア                              
フィリピン                            
(出所) 先進国は国際連合 『世界統計年鑑』     年版, 台湾はアジア経済研究所 『アジア動向年報』    年版, その他の発展途上国は総務省統計局統計研修所 『世界の統計』     年版に基づいて作
成｡





りも  ポイント以上も高い｡ このように,     年当時の先進国に比べて, 現在の発展途上国は,
輸出入額の   に対する比率が大きく, 少なくとも貿易の点からは海外依存度が上昇してい
る｡
また, 円高が急速に進展した    年以降の対内直接投資を表３に示した｡ これによると, 特
にインドネシア, タイ, マレーシアに対する直接投資の流入が著しく, インドネシアでは    
比の  . ％ (    年), タイでは  . ％ (    年), マレーシア  . ％ (    年) であった｡    年には,     が発展的解消という形で   に吸収されることになったが, この   下で, これまでの農産物以外のモノの貿易だけでなく, 農産物およびサービス産業等の
発展途上国の国内地域間格差の変動に関する一考察    
表３ 発展途上国の対内直接投資額 (単位：百万ドル, ％)














    年                      年                      年                      年                       年                       年                       年                       年                       年                      年                       年                       年                       年                       年                       年                  
(出所) 経済企画庁編集 『世界経済白書』     年版に基づき筆者作成｡
                                             
貿易も自由化が図られた｡ この自由化は先進国だけでなく, 発展途上国にも求められており,
グローバリゼーションが一層進展していくであろう｡ また,      は自由貿易地域  ) を実現








は波及効果であった｡ しかし, 前節で述べたように, 現在の発展途上国を取り巻く環境は先進
国が発展を遂げた時代とは大きく異なっている｡ グローバリゼーションによって, 財および資













したがって, ハーシュマン自身も懸念しているように, 高所得地域が ｢第１次生産物に対す
るその需要を, 海外からの輸入や合成品の国内生産によって満たすことができるならば, 南部
は, 彼らが北部と結びつくことから得られる利益の大部分を断ち切られ, しかも分裂効果の悪
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影響だけにさらされるのである｡ そして, そのような状態の下では, 一国を長期にわたって発
展地域と後進地域とに二分する足がかりが作られるであろう｣  ) という最悪のシナリオが現在








しているが, 今日ではその可能性は低い｡ というのも, これらの資本は外国資本であるので,




前述のように, 逆Ｕ字仮説は二部門モデルを想定しているが, これに対して池本 (    ) は
｢部門の数が増えたときに逆Ｕ字型の変化を示す保証は何もない｣ と二部門モデル自体の限界
を指摘している｡ すなわち, ｢格差が縮小する局面に入ったときに, より生産性の高い産業が
新たに導入されれば, 再び格差が拡大するだろう｡ このようなことが繰り返されると, 新産業
の導入が高い成長率を持続させる一方で, 格差も高い水準にとどまるであろう｣  ) というもの
である｡ その上, 前述のように現在の発展途上国では, かつての先進国と比べて, 経済成長自
体が急速であるばかりでなく, 新産業の導入のスピードが急速になってきており, これまでの
ように産業が段階的に導入されるのではなく, 連続して, 時には複数同時に導入されているの







  )         (邦訳版), 前掲書 (注  ),    ページ｡  ) 池本, ｢タイにおける地方間格差の多様性｣,      ページ｡ 池本のこの二部門モデルに対する批判











験した格差に比べて著しく大きい｡ そのため, その格差を今後さらに縮小させるには, ミュル
ダールやハーシュマン, ウィリアムソンの期待以上の役割が現在の発展途上国政府に要求され
る｡ しかし, それにもかかわらず, 現在の発展途上国においては, 公正よりも効率が重視され
る傾向があるため, 先進国の経験した地域間格差よりも著しく大きな地域間格差が存在してお
り, その縮小が困難になっている｡
以上から, 途上国の国内地域間格差の変動に関しては, 相対的にハーシュマン, ウィリアム
ソンの理論の妥当性が弱まり, ミュルダールの拡大理論の妥当性が強まっており, 現在の発展
途上国の国内地域間格差がかつての先進国と同様に変動することは困難であると考えられる｡








としている｡ したがって, 政府はその役割を縮小し, 様々な規制が緩和, 撤廃されることにな
った｡ 世界的にはグローバリゼーションという形で, 企業の国際的な活動が自由となり, 発展
途上国に急速に産業が移転され, 資本, 財の国際移動も活発になり海外依存度も高まった｡
このような傾向は, 今後, グローバリゼーションによってさらに加速されるであろう｡   によって農産物なども含めた財, サービス, 資本など様々な取引の自由化がさらに進ん
でいく｡ また,発展途上国でも,      を例にとるならば,独自の自由貿易地域構想 (    )
を実現しつつあるなど, さらに海外依存度を増していき, 国によっては, この     に適応
すべく, 公正よりも効率をさらに重視していくような動きも見せいている｡ また, 東アジア諸
国は    年の通貨危機の際には,    の援助と引き換えに, 新自由主義的な   のコンディ
ショナリティーを受け入れており, これはさらなる海外依存度の上昇, 政府の役割の縮小をも





競争力をもっているのであれば, そして, それを維持できるのであれば, 国家のマクロ経済指
標上の成長は達成できるであろう｡ しかし, 海外依存度が強いので, 海外の自国に対する評価
が変わった場合, その影響を大きく受けることになる｡     年のアジア通貨危機はまさにその
例であり, 国家の運命は外国の評価にかかっているといっても過言ではない｡ 特に, 現在の発
展途上国は, 先進国の直接投資によって著しい成長を遂げており, その点においてはいまだに
国際的な競争力があるといえる｡ しかし,      を例にとるならば, その成長によって, 労
働賃金が上昇するに従い, 相対的にその競争力を失いつつあると見られている｡ そこで, 今後
は後発の中国, ベトナムなどに直接投資が移っていくという恐れも否定できない｡ これまで成
長を支えてきた海外資本の引き上げは     諸国にとって大きな痛手となると予想される｡
今後, このグローバリゼーションの中で, 発展途上国が持続的に発展していくためには, 国
内の内発的な成長も重要である｡ 短期的には, 高所得地域の成長に重点をおくことは, 効率が
良いといえるが, 長期的には, 国内の低所得地域の経済停滞は途上国の成長に不利に働く｡ つ
まり, 海外依存度が強い場合, 競争力を失えば, 資本も撤退し, 商品輸出も減少することにな
り, 成長は停滞する｡ しかし, 国内の低所得地域における所得上昇は, 永続的かつ安定的な国
内需要を創出する｡
ミュルダールは発展途上国においては波及効果が弱く累積的な因果関係によって地域間格差





今後の重要な課題であり, 長期的な考察が必要となるであろう｡ しかし, 本稿を通して述べて





む現在, 政府の役割は縮小しつつあるが, 地域間の経済的な格差, 歪みを是正するという点に
おいては, 今後も政府は重要な役割を担っていく必要がある｡ そして, 発展途上国における国
内の地域間格差の是正は, 今後, 発展途上国がさらなる国際競争力を強め, 持続的な成長を達
成するためにも克服せねばならない重要な課題なのだ｡
発展途上国の国内地域間格差の変動に関する一考察    
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